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Ⅰ．伊予銀行の概要

～ 本店付近から撮影した松山城 ～
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本 店 所 在 地 愛媛県松山市

創 業 明治１１年３月１５日（第二十九国立銀行設立）

創 立 昭和１６年９月１日

資 本 金 ２０９億円（発行済株式総数 ３２３，７７５千株）

従 業 員 数 役員　２２人、職員　２，４４３人（臨時を除く）

拠 点 数 国内　１４９か店（出張所７を含む）、海外１か店（香港）

１３都府県に店舗ネットワークを展開
　（愛媛県１１７か店、大分県・広島県各６か店、香川県５か店、その他１５か店）

駐在員事務所２か所（ニューヨーク、上海）

主 要 勘 定 等 預金等（預金＋譲渡性預金） ４兆 ２，３００億円

貸出金 ３兆 １，２２２億円

総資産 ４兆 ８，１１３億円

純資産 ３，９８２億円

外 部 格 付 ＡＡ-（安定的）　：　格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）

連結自己資本比率（国際統一基準） １２．３０％

連結子会社数 １２社

連結従業員数 職員　（臨時を除く） ２，８４０人

（※計数は平成１９年９月末現在）

平成２０年３月１５日に
創業１３０周年を迎えます

伊予銀行のプロフィール
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約28%
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愛媛県の産業の特徴
平成１８年度の愛媛県の製造品出荷額等は３．７兆円（四国の４４％）３．７兆円（四国の４４％）
圏域ごとに全国トップシェアの産業が集積

削り節

全国生産量43千ｔ

削り節

全国生産量43千ｔ
製造品出荷額等

1兆4,784億円

新居浜は住友グループの

企業城下町として

中小鉄工業等が集積

製造品出荷額等

1兆4,784億円

新居浜は住友グループの

企業城下町として

中小鉄工業等が集積

松山圏域松山圏域

今治圏域今治圏域

四国中央圏域四国中央圏域

新居浜・西条圏域新居浜・西条圏域

宇和島圏域宇和島圏域

紙・パルプ産業

7兆892億円

紙・パルプ産業

7兆892億円

日本船主保有外航商船

総隻数 約2,500隻

日本船主保有外航商船

総隻数 約2,500隻

海面養殖業

全国生産額4,343億円

海面養殖業

全国生産額4,343億円

1位

（496億円）

1位

（9千ｔ）

小型貫流蒸気等

その他ボイラ

671億円

小型貫流蒸気等

その他ボイラ

671億円

1位

（229億円）

1位

（706隻）

2位

5,174億円

･･･ 愛媛県の全国に占めるシェア

13.3%

国内新造船竣工量

18,176千総ｔ

国内新造船竣工量

18,176千総ｔ

（2,412千総ｔ）

2位
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残高地区別構成比率 ･･･ 預金等は、８０％を愛媛県内、９２％を瀬戸内圏域で調達
貸出金は、５９％を愛媛県内、８３％を瀬戸内圏域で運用

地区別構成比と預貸金シェア

預金預金

１９年９月末 残高地区別構成比率

貸出金貸出金

愛媛県内シェア ･･･ 預金で５３％、貸出金で３８％を占める

１９年９月末 愛媛県内シェア（除く郵貯・農協 等）

預金等預金等 貸出金貸出金

瀬戸内圏域を中心とした調達基盤
近畿、東京・名古屋、海外を除く
瀬戸内圏域の構成比合計は、

９１．９％

瀬戸内圏域を中心とした調達基盤
近畿、東京・名古屋、海外を除く
瀬戸内圏域の構成比合計は、

９１．９％

瀬戸内圏域を中心とした運用基盤
近畿、東京・名古屋、海外を除く
瀬戸内圏域の構成比合計は、

８２．６％

瀬戸内圏域を中心とした運用基盤
近畿、東京・名古屋、海外を除く
瀬戸内圏域の構成比合計は、

８２．６％

４兆２，３００億円 ３兆１，２２２億円

信金
8.6%

都銀・信託
10.8% 当行以外の地

銀  15.7%

当行
38.１%

第二地銀
26.9%

信金
11.9%

都銀・信託
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第二地銀
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当行
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当行以外の
地銀 6.8%


